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本日の講演内容

建築物の生産プロセス及び維持管理における生産性向上

を図るBIM推進の取組みの動向と、公共賃貸住宅等の維

持管理段階においてデータを活用するためのBIMモデル

の作成と維持管理業務への導入に向けた課題を概説する

１．「建築BIM推進会議」の取組み

２．公共賃貸住宅における維持管理BIMの研究

３．今後の研究方針等
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１．「建築BIM推進会議」の取組み

２．公共賃貸住宅における維持管理BIMの研究

３．今後の研究方針等

・令和元年６月13日 第1回 建築BIM推進会議 設置

・「建築分野におけるＢＩＭの標準ワークフローと

その運用に関するガイドライン（第1版）」 （令和2年3月）

・「建築ＢＩＭの将来像と工程表」 （令和2年3月）
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「建築BIM推進会議」の取組み

出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料3」



4出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料3」

「建築BIM推進会議」の取組み



5出典： 国土交通省第2回 BIM/CIM推進委員会「資料5」

「建築BIM推進会議」の取組み



6出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料3」

「建築BIM推進会議」の取組み



7出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料6」

「建築BIM推進会議」の取組み



8出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料６」

「建築BIM推進会議」の取組み



9出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料６」

「建築BIM推進会議」の取組み



10出典： 国土交通省第1回 建築BIM推進会議「資料６」

「建築BIM推進会議」の取組み



11出典： 国土交通省第4回 建築BIM推進会議「資料2-1」

「建築BIM推進会議」の取組み



12出典： 国土交通省第4回 建築BIM推進会議「資料2-1」

「建築BIM推進会議」の取組み



13出典： 国土交通省建築BIM推進会議ホームページ

「建築BIM推進会議」の取組み



２．公共賃貸住宅における維持管理BIMの研究
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１．「建築BIM推進会議」の取組み

３．今後の研究方針等

・「建築分野へのＢＩＭ導入」に係る研究方針

・公共賃貸住宅に係るBIM検証調査

・公共賃貸住宅の管理業務への適用実証実験
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建築の各ステージにおける開発課題と、PRISMにおける実施内容との対応

基本設計 実施設計~生産設計 施工計画 施工管理 維持管理

実施設計BIM支援
ツールの開発

①設計BIMデータに付
随させる情報の特定

設計BIM
（既に普及段階）

施工BIM 
（既に普及段階）

施工検査の
省力化・自動化
のための技術開発

②設計と施工との整合
性判定技術の開発

軽量化・履歴情報
の追加等による
維持管理用

建物情報モデル
の構築

公共賃貸住宅におけるBIM検証調査（集合住宅を対象とし、維持管理段階も含めたBIM利活用のケーススタディ）

プラットフォーム構築（共通フォーマット・入力ルール構築・データ連携）
③建築プロジェクト管理における施工データの管理支援技術の開発

【建築BIM推進会議・建研】 【建築BIM推進会議・建研】

【建築BIM推進会議・建研】

一
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建
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既存ストックを対象
としたBIM活用手法

の開発
公共賃貸住宅（UR賃貸等）の建替え事業の効率化等を目的としたBIM活用の検証

「建設業働き方改革加速化プログラム」(2018年3月 国交省策定)において、建設生産システムのあらゆる段階において建築分野を含めた生
産性の向上を図る指針が示されている。

本省においてBIM推進会議が設置（2020年度）され、「建築分野におけるBIMの標準ワークフローとその活用方策に関するガイドライン」が
とりまとめられた。

住生活基本計画（案）（計画期間：2021~2030年度）においても、BIMの導入等を通じた生産性向上に向け、住宅の設計から建築、
維持・管理に至る全段階におけるDXの推進が位置づけられている。

一方で、我が国の建築分野におけるBIM活用は設計、施工の各プロセスの最適化を目指した段階の活用にとどまる。

公共賃貸住宅分野においては、建物や維持管理に係る情報のデジタル化、BIM導入等の取り組みが遅れている。また、大量
の既存ストックの維持管理や老朽建物の建替え事業への技術活用による業務の合理化・効率化が求められている。

研究分野の背景・課題（行政施策との対応関係）

「建築分野へのBIM導入」に係る研究方針と研究課題体系



○公共賃貸住宅の維持管理・運営の実態を踏まえた維持管理BIMモデルを開発する。
○地方公共団体等の実情にあわせたBIMの導入・活用手法を提示する。
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公共賃貸住宅に係るBIM検証調査（Ｈ30～R4）

○公共賃貸住宅（UR賃貸・公社賃貸・公営住宅等）ストックの適切な維持管理・運営の実現
○BIMを含めたDXの推進による公共賃貸住宅事業のライフサイクルを通じた（各段階における）業務の合理

化、効率化の推進

○地方公共団体等における財政的制約が増大するなか、大量の公共賃貸住宅ストックの適切な維持管理・運
営が必要であり、技術系職員の高齢化・人員減に対応した一層の業務の合理化、効率化が要請されている

○我が国の建築分野におけるBIM活用は設計、施工の各プロセスの最適化を目指した活用にとどまる

目的（実現したい世界）

背景・問題点

研究内容

研究開発の目標（技術的課題）

維持管理の実態調査・分析 維持管理BIMモデルの開発 維持管理へのBIMの導入・活用手法

業務実態を踏まえ、公共賃貸住宅の
維持管理に適用可能な簡易なBIMモデ
ル(維持管理BIMモデル)を開発する

公共賃貸住宅の点検(日常・定期・法
定)、修繕(経常・計画・空家)等の業
務実態、BIMやIoT技術の導入、情報
の記録・活用、デジタル化等の実態
を調査・分析する

管理主体等の実情にあわせたBIMの導
入・活用の手法(自治体の規模、新築/
既存の別、クラウド利用の有無、段
階的な導入等)を提示

[維持管理の関係主体]
事業主 (UR・公社・
自治体)
指定管理者
点検・補修業者 等

事業主
指定管
理者等

点検業
者等



2018年度 2019年度

• 公共賃貸住宅建設事業について建設時での
BIM導入のメリットの明確化

→図面の整合性等でメリットを確認
• 公共賃貸住宅の維持管理段階でのBIM等3
次元モデルの導入ニーズ・効果、データの整理・
作成方法の調査・検討

→実務ベースで利用可能なことは確認、維持管
理段階で活用できるBIMモデルの検討が必要

• 維持管理段階を中心としたIoT技術・BIM
モデル導入及びデータ活用ニーズの検討

• 公共賃貸住宅の管理・再生業務に係る
BIM等3次元モデルの作成・導入検討

意匠図のモデル化

BIMの位置情報
インデックス

※ディテールを伝えるのではなく、情報を紐づける器としてBIMモデルを構成 維持管理BIMの概要

維持管理BIMとタブレット端末で点検記録の紐づけを試行

• タブレットを用い維持管理BIMモデル
※に紐づける点検データ生成を日常
点検等実施時に行うことを試行

• 公共賃貸住宅の管理・再生業務に
維持管理データのBIMツールによる
見える化の検討

２０２１年度ガイドラインの作成・公表

2020年度

公共賃貸住宅に係るBIM検証調査（Ｈ30～R4）
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R2年度の研究成果等

研究成果
①維持管理の実態調査・分析

UR賃貸、公営住宅等の管理主体等へのヒアリング調査から
以下の実態を把握。

・日常点検等は現場に図面等を持参し、紙媒体で実施。点
検記録、報告書は事務所に戻って清書作業。

・管理者等への報告も紙媒体、CD等（電子ファイル）。

⇒ 記録・入力の二度手間、転記ミスの発生リスク

②維持管理BIMモデルの開発

業務実態を踏まえた（簡易な）維持管理BIMモデルを作成。

・Excelをデータベースとし、データを位置情報と紐付け、BIM
モデル（3Dモデル）上で情報閲覧、可視化。

・データと位置情報の紐付け方法を検討し、試案を提示。

③維持管理へのBIMの導入・活用手法

UR賃貸（用途廃止住棟）において、点検業務へのタブレット
端末、簡易な維持管理BIMモデル活用の検証調査を実施。

⇒ 現場作業、事務所作業の業務合理化の効果を確認

研究実施における課題等
• 管理の現場に近い点検業者等の業務効率化等の効果は理
解されやすいが、事業主における効果がイメージされにくい。

• 現行業務の枠内ではBIM導入による負担増への懸念が強い。

 【新規に生成されるデータ】 

（住戸単位の情報の例） 

※住戸内の赤い点は、位置の情報を表す。 

これをＧＩＳの座標（絶対座標）とすることによ

り唯一無二の点（ユニコード）として識別される。 

 

情報管理レベルに応じた維持管理BIMの構成

ユニット（住戸）単位の位置
情報の紐づけイメージ



• ○公共賃貸住宅の維持管理では住戸ユニット単位で情報が管理されている
• ○維持管理BIMモデルで住戸ユニットを用意、ユニットの空間内に１点を定めることで
情報を管理

• ・住戸ユニットごとに唯一の1点は、
• １ 点は住戸内にあること
• ２ X,Y躯体芯で囲んだ平面の重心点とする
• ３ Y方向は躯体芯の床面（XY平面）から上方1,200mmとする
• ４ 上記で定めた点を絶対座標で管理する→BIMやGISでの利用を想定

各住戸ユニットの絶対座標＝ID
（機械的かつ唯一に設定）

建物の位置を特定する点から
－住所等（別途定められたID）
とのアドレスマッチング

・様々な情報を参照可能に

建物の位置を特定（例えば北東の角をTSで測量するなど）

建物の敷地を
特定するための点

公共賃貸住宅の維持管理でのBIM活用のイメージ
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•タブレットを用い維持管理BIMモデル※に紐づける点検データ生成を日
常点検等実施時に行うことを試行、点検報告書を作成

•公共賃貸住宅の管理・再生業務に維持管理データのBIMツールによる
見える化の検討

※ディテールを伝えるのではなく、情報を紐づける器としてBIMモデルを構成

維持管理BIMの概要

維持管理BIMとタブレット端末で点検記録の紐づけを試行維持管理BIM

データの場所が特定できる入れ物
GPS等でデータの場所が特定できる

＋日時、点検者等

公共賃貸住宅の管理業務への適用実証実験
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点検時間※ タブレット：手入力 １：１ → 報告書作成 １６分：５４分

※点検時間 紙ベース（タブレットも同様）
I建物周辺 11 分
II外壁 35 分
III共用部 10 分
IV住戸内部 21 分
V遊具 3 分

手入力

タブレット入力

手入力タブレット入力

適用実証実験（結果の例）
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• タブレット端末と市販のソフトを用い維持管理BIMモデルに紐づける点検データ生
成を日常点検等実施時に行うことが容易にできることが確認できた。

• タブレット端末やスマホを日常点検に導入することで、
• １ 日常点検作業時間に差はない
• ２ 報告書の作成時間の大幅な短縮（７割減）
• ３ 点検データをメタデータ（写真、記録時間、記録者、
• 位置情報等）として容易に採取が可能
• ４ 絶対座標による位置でデータ管理・活用が可能
• （GIS等との連携）
• →得られたデータ活用にはまだ課題

•公共賃貸住宅の管理・再生業務に維持管理データのBIMツールによる見える
化、蓄積データ活用により、維持管理の質の向上、低コスト化等の可能性の検
討が必要

実証実験で確認できたことと課題
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R3年度以降の研究計画等

想定する研究成果
• 公共賃貸住宅において維持管理BIMモデルの導入・活用が
促進されるための条件整理。（効果的な活用手法の提示）

• ストック群管理への維持管理BIMモデルの適用手法の提示。

R3年度の研究内容
• GIS等の位置情報とBIMモデルの連携方法の検討。

• 住宅ストックの群管理への維持管理BIMモデルの活用効果
の調査・検討。

• 維持管理BIMモデルの効果的活用手法の調査、検証実験。

• 民間賃貸住宅、区分所有マンション等におけるBIMの導入・
活用可能性の調査。

【研究実施体制】

• (国研)建築研究所、UR都市機構との協定に基づき実施す
るとともに、建築BIM推進会議とも連携して進める。また、学
識者、実務者を交えた検討会議を設置し、意見交換を行い
つつ研究を実施。

研究成果の社会実装の方針
• 公共賃貸住宅の事業主体等の実情を踏まえたBIMやIoT技
術、情報デジタル化の導入・活用のための手引き（ガイド）を
作成し、社会実装を図る。
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１．「建築BIM推進会議」の取組み

２．公共賃貸住宅における維持管理BIMの研究

３．今後の研究方針等

・「建築BIMの将来像と工程表」



25出典： 国土交通省第4回 建築BIM推進会議「資料3-1」

「建築BIM推進会議」の取組み



26出典： 国土交通省第4回 建築BIM推進会議「資料3-1」

「建築BIM推進会議」の取組み
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まとめ

建築分野においては、国土交通省に「建築ＢＩＭ推進会議」を設置し、

官民が一体となってBIMの活用を推進する取り組みを進めている。

国土技術政策総合研究所では、建築研究所と連携し、BIMを扱う共通

基盤等の整備に係る検討について技術指導等を行っている。

また、公共賃貸住宅の管理等業務においてBIMを活用する手法等に

ついての研究を実施し、「地方公共団体等における円滑な維持管理

BIM導入等の手順（ガイドライン）」（案）の策定に向けた検討を進めて

いる。

今後、BIM活用技術等の高度化等の状況を踏まえ、建築生産システム

の更なる合理化に向けて、デジタル技術の効果的な活用等の研究に取

り組んでいく予定である。



National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

ご清聴ありがとうございました。

詳細について関連資料等を是非ご覧ください。

令和3年度国総研講演会
住宅研究部長 髙橋 暁

令和3年12月20



出典： 国土交通省建築BIM推進会議ホームページ 29

（参考） 「建築BIM推進会議」の取組み



30出典： 国土交通省第9回 建築BIM環境整備部会「資料2」

（参考） 「建築BIM推進会議」の取組み
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